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１. 避難所アセスメントを始めとした避難所における情報
把握及び支援の方法を検討

⇒ 避難所日報を作成

概 要

２. 災害時要配慮者（含む避難行動要配慮者）の避難支援
に係る自治体における平時の準備体制や発災時の実際と
その課題について検討

⇒ ４自治体への聞き取り調査の実施、課題検討

◆被災者は、避難所以外にも自宅、車中泊等、地域全体に広がり
避難している状況

◆支援者は、県内外の保健医療福祉活動チーム、地域の支援機関
等、様々な機関

◆避難者の情報を早期かつ迅速に把握し、必要な支援を提供する
ことが求められる
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１. 避難所アセスメントを始めとした避難所に
おける情報把握及び支援の方法を検討
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避難所日報

◆ ２シートの作成
「避難所状況シート」･･･避難所全体の把握

「避難者情報シート」･･･医療保健福祉ニーズのある避難者の把握

【作成ポイント】
① 日報を使う者は、保健師をはじめとする保健医療活動を担う職員（事務職を
含む）である

② 災害直後からフェーズの経過とともに、中長期的に使い継続性がある
③ 迅速に避難所全体像の把握ができるもの

◆ 記載要領の作成
【留意点】
・日報の記載に負担をかけないよう、全ての項目を関係者等に確実に聞き
取って記載するのではなく、前日までの様々な情報等を参照する
・特に優先的に収集する情報については太枠項目とした

◆ OCR化による情報の⼀元化を想定
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 避難所日報　(避難所状況） 避難所名 避難所コード

指定避難所以外の場合 所在地

電話 FAX

活動日 　 　　年　　月　　日 記載者(所属・職名・職種）

人 夜： 約 人 昼：約 人

食事提供人数 約 人 車中泊 □無・□有（約 　　人　　）

避難所運営組織 □有（組織：□自治組織・□自治体・□学校・□その他（ ））・□無

外部支援・ボランティア

救護所設置

巡回診療

現在の状況 特記事項（課題も含む）

電気 □開通・□不通 予定：

ガス □開通・□不通 予定：

水道 □開通・□不通 予定：

下水道 □開通・□不通 予定：

飲料水 □充足・□不足 予定：

固定電話 □開通・□不通 予定：

携帯電話 □開通・□不通 予定：

スペース過密度 □適度・□過密

プライバシーの確保 □適・□不適

更衣室 □有・□無

授乳室 □有・□無

トイレ □充足（ 　基）・□不足

トイレ衛生状態 □良・□不良

手洗い場 □有・□無 手指消毒 □有・□無

トイレ照明 □適・□不適 風呂・シャワー □有・□無

冷暖房 □有・□無 洗濯機 □有・□無

喫煙 □禁煙・□分煙・□その他

温度 □適・□不適 換気・湿度 □適・□不適

土足禁止 □有・□無 清掃状況 □良・□不良

ゴミ収積場所 □有・□無

粉塵 □無・□有 生活騒音 □適・□不適

寝具乾燥対策 □適・□不適 ペット対策 □適・□不適

主食提供回数 □3回・□2回・□1回・□無し

おかず提供回数 □3回・□2回・□1回・□無し

特別食提供 □有・□無

炊き出し □該当・□無 残品処理 □適・□不適

調理設備 □有・□無 冷蔵庫 □有・□無

（2020年版） 写真送信の場合は再度記載→ 避難所コード
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□有（種類(職種)・人数： ）・□無　

□有（所属： ）・□無　

□有（所属： ）・□無　
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避難所日報（避難者状況） 避難所名 避難所コード

活動日 　 　　　年　　　　月　　　　日 記載者(所属・職名・職種）

◆配慮を要する者◆　

高齢者（65歳以上） 人 人 障害者 人 人 服薬者 人 人

うち75歳以上 人 人 身体障害者 人 人 降圧薬 人 人

要介護認定者 人 人 知的障害者 人 人 糖尿病薬 人 人

妊婦 人 人 精神障害者 人 人 向精神薬 人 人

じょく婦 人 人 難病患者 人 人 他の治療薬 人 人

乳児 人 人 人 人 その他 人 人

幼児・児童 人 人 人 人

人 人 アレルギー疾患 人 人

特記事項

◆対応すべきニーズがある者◆ ＊まだ解決しておらず、速やかに対応しなければならないニーズがある避難者数を記載する。

該当 特記事項（→左の欄のその内容、アセスメント等記載）

医療ニーズのある者 □無・□有 人

うち医薬品がない者 □無・□有（ 人）

該当 特記事項（→左の欄のその内容、アセスメント等記載）

保健福祉ニーズのある者 □無・□有 人

高齢者 □無・□有（ 人）

障害者・児 □無・□有（ 人）

その他 □無・□有（ 人）

こころのケアが必要な者 □無・□有（ 人）

◆感染症・食中毒等症状がある者◆

該当 特記事項（→左の欄のその内容、アセスメント等記載）

総数（実人数） □無・□有 人

発熱 □無・□有（ 人）

咳・痰 □無・□有（ 人）

下痢・嘔吐 □無・□有（ 人）

対応内容・結果

課題/申し送り

（2020年版） 写真送信の場合は再度記載→ 避難所コード

うち障害児・医療的ケア児

うち要継続
支援人数

人数
うち要継続
支援人数

透析（腹膜透析含む）

在宅酸素療法・呼吸器療法

人

人数
うち要継続
支援人数

要継続支援合計
人数（実人数）

人数

３
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避難所日報避難所状況シート 避難者情報シート
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資料3
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 避難所日報　(避難所状況） 避難所名 避難所コード

指定避難所以外の場合 所在地

電話 FAX

活動日 年　　月　　日 記載者(所属・職名・職種）

人 夜： 約 人 昼：約 　人

食事提供人数 約 人 車中泊 □無・□有（約 人　　）

避難所運営組織 □有（組織：□自治組織・□自治体・□学校・□その他（ ））・□無

外部支援・ボランティア

救護所設置

巡回診療

　　　現在の状況 　　　特記事項（課題も含む）

電気 □開通・□不通 予定：

ガス □開通・□不通 予定：

水道 □開通・□不通 予定：

下水道 □開通・□不通 予定：

飲料水 □充足・□不足 予定：

固定電話 □開通・□不通 予定：
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□有（種類(職種)・人数： ）・□無　

□有（所属： ）・□無　

□有（所属： ）・□無　

避難者数
（施設内）

施設定員
(指定避難所)

医
療

１

避難所状況シート（＊一部拡大）

7

避難者情報シート（＊一部拡大）

避難所日報（避難者状況） 避難所名 避難所コード

活動日 　　年　　　　月　　　　日 記載者(所属・職名・職種）

◆配慮を要する者◆　

高齢者（65歳以上） 人 人 障害者 人 人 服薬者 人 人

うち75歳以上 人 人 身体障害者 人 人 降圧薬 人 人

要介護認定者 人 人 知的障害者 人 人 糖尿病薬 人 人

妊婦 人 人 精神障害者 人 人 向精神薬 人 人

じょく婦 人 人 難病患者 人 人 他の治療薬 人 人

乳児 人 人 人 人 その他 人 人

幼児・児童 人 人 人 人

人 人 アレルギー疾患 人 人

特記事項

◆対応すべきニーズがある者◆ ＊まだ解決しておらず、速やかに対応しなければならないニーズがある避難者数を記載する。

該当 特記事項（→左の欄のその内容、アセスメント等記載）

医療ニーズのある者 □無・□有 人

うち医薬品がない者 □無・□有（ 人）

該当 特記事項（→左の欄のその内容、アセスメント等記載）

保健福祉ニーズのある者 □無・□有 人

うち障害児・医療的ケア児

うち要継続
支援人数

人数
うち要継続
支援人数

透析（腹膜透析含む）

在宅酸素療法・呼吸器療法

人

人数
うち要継続
支援人数

要継続支援合計
人数（実人数）

人数

３

４
8

記載要領
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２. 災害時要配慮者(含む避難行動要配慮者)の
避難支援に係る自治体における平時の準備
体制や発災時の実際とその課題について検討

10

４自治体への聞き取り調査

【調査内容概要】

１. 時期：2020年10月～12月
２. 対象：全国の協力の得られた４自治体

（東北・北陸・東海・近畿地方）
３. 方法：聞き取り調査による現状と課題の検討

（オンライン方式）
４. 内容：①平時の準備、避難勧告時の動き、発災時の動きに

係る20項目
②災害対応の経験のある自治体からは在宅避難者の
安否確認、健康ニーズ把握する上での課題等に
ついて3項目

５. 結果：聞き取り結果を項目毎に一覧にまとめ、フェイズ毎に
支援対象者、支援者、支援拠点の視点で整理
（表１）

11

在宅者等（避難行動要支援者）の災害時支援体制

12

避難誘導・避難⽀援、安否確認 在宅⽣活のニーズ把握（介護者の状況確認含む）、健康状況の把握、情報提供、在宅サービス調整

透析患者  ＊透析医療機関の確保  ＊透析医療機関の確保、透析の継続  ＊透析の継続
医療機器装着者
医療的ケア児

介護保険認定者  ＊必要な介護サービス調整
⾝体障害者（⾞椅⼦等移動困難）
知的障害者・発達障害者  ＊必要に応じ⼊所調整
精神障害者  ＊受診継続、服薬継続の確認、⼊院調整
難病患者
(介護保険認定・⾝体障害者・医療
機器装着者以外）

 ＊服薬継続、医療ニーズの確認  ＊受診継続、服薬継続の確認

⾼齢者 ⼀⼈暮らし、⽼⼈世帯 など  ＊福祉避難所への⼊所調整、介護保険申請調整、福祉施設への⼊所調整
⺟⼦ 乳幼児・妊産婦   ＊産後ケア等⺟親の⼼⾝のケア必要物品（おむつ、ミルク、⾷事等）の確保

 ＊多国語による情報発信、⽀援
その他（⽀援が必要な者

◎基幹避難所（救護所等併設） ○避難所、保健センター、地域包括⽀援センター など

必要な情報

必要な物資 医薬品、⾷料品、飲料⽔、電源（充電器）など

⽀
援
対
象
者

医療ケア
児・者

障害者

外国⼈

表１ 災害時の在宅者等⽀援体制

⽀
援
拠
点

情報集約・提供、物資⽀援の場所

⽀援内容全般

 ＊服薬継続、医療ニーズの確認、⼊院調整

⽀
援
者

【災害時保健医療活動チーム など】

【住⺠・地域組織】

【⺠間組織】
・サービス関係者
 （利⽤者のみへの⽀援）
・NPO法⼈災害⽀援団体

【⾏政】
・市町村
・保健所

〇被災状況（死傷者数、避難者数（在避難者、通所避難者）、道路情報）
〇⽣活インフラ復旧状況（電気・⽔道・ガス・通信・道路など）、学校の再開状況
〇保健・医療・福祉・介護に関する情報（医療拠点（病院、診療所（⻭科含）、薬局）の復旧状状況、介護保険・障害者⽀援
サービス事業所の復旧状況、相談窓⼝（こころとからだ、⽣活⽀援等）
〇⾏政サービスの復旧状況 〇⽀援者の活動状況 など

 ＊呼吸器等の電源確保、医療
 ケアの継続⽀援

 ＊在宅医療の継続の可否判断、必要物品の確保、⼊院調整

災害直後 災害数⽇⽬ 災害２〜３週間〜

防災部局,保健部局,⾼齢障害部局,⺟⼦部局,消防署,警察

保健所（災害医療コーディネーター）

地域包括⽀援センター,社会福祉協議会

医療機関,医療機器メーカー,ケアマネージャー,訪問看護ステーション,介護ヘルパー,施設（障害者・⾼齢者など）

⾃主防災組織（町内会）,⺠⽣児童委員,地域ボランティア,（⺟⼦）保健推進員,近隣者など

全国災害ボランティア⽀援団体ネットワーク（JVOAD）,災害⽀援団体,ボランティア団体,外国⼈⽀援団体 など

DMAT,⽇本⾚⼗字チーム,保健師チーム,JMAT,DHEAT,DPAT,JPAT,JDA-DAT,⽇本⻭科医師会,
⽇本薬剤師会,⽇本看護協会,DWAT など
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４自治体への聞き取り調査結果
１. 平時の準備
・災害時要配慮者の要件は、自治体によって大きな差はないが、具体的な要件は異なって
いた。
・避難行動要配慮者の名簿台帳の提供は、一律ではなかった
（自治会長、民生・児童委員、消防団、まちづくり協議会等の地域役員や団体等）
・名簿提供を受けた地域関係者の役割は、平時からの声掛け、訪問による安否確認、避難
方法の確認など

・避難行動要支援者の個別支援計画は、対象者全員の作成に至っていない
・医療機器装着者等の要医療ケアが必要な者については、避難行動要支援者の要件とし
て明記はなく、その把握は、介護支援専門員、訪問看護ステーション等からの把握

２. 避難勧告時の対応
・名簿台帳を提供している地域関係者が、見守り、避難誘導している
・ケアマネージャーや地域包括支援センターが民生委員等とも連携している
・その際の対象者への確認事項、聞き取り項目は明確ではなく、部署間共有情報
シートの作成はない状況

３. 発災時の動き
・発災直後の安否確認、健康ニーズの把握については、高齢者や障害者は民生・
児童委員、医療ケア者は保健師が行っている

・その際の情報共有シートはない状況 13

１.人員体制の強化
・平時から協働できる地域の関係団体間、自治体内（総務・防災部署と保健医療

福祉部署など）協力体制の構築、顔の見える関係づくり

２.関係機関間の情報の共有化
・健康ニーズ、生活支援ニーズ等把握のための情報項目の共有化

３.支援拠点づくりと情報提供する方法の検討
・情報の共有化、情報提供と必要な支援提供するための拠点づくり

４.人工呼吸器装着者等の在宅医療ケアが必要な者、早期に
対応が必要な者への具体的支援の明確化
・リスト化と保健所と市町村（防災局と保健医療部署）、地域支援者との連携

５.個別支援計画作成の推進
６.在宅避難者自身からの情報発信

・SHS等の活用

在宅者等の情報収集・⽀援に係る課題

14地域の実情にあった支援ネットワーク体制の構築
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